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１ 川西市公営住宅基本計画とは 

平成 30～39 年度(2018～2027 年度)の 10年

間の市営住宅の整備や管理に関する方針を示す

計画である。 

本計画は、上位関連計画や財政運営との整合を

図りながら、「公営住宅等長寿命化計画策定指針

（改定）」（平成２８年度(2016 年度)国交省）に基づ

き策定する。 

なお、本計画は、長寿命化の推進、ライフサイク
ルコストの縮減、ストックの状態の把握及び日常的
な維持管理等長寿命化に関する基本的な方針を
含む計画である。 

５ 団地・住棟別の事業方針 

 

６ 整備・管理の基本方針 

 (１)整備の基本方針 

●既存住宅における省エネルギー化の推進 

・ 更新時期を迎えた屋外灯や共用部灯のＬＥＤ化等、省エネルギ 

ー設備の導入を推進 

●用途廃止団地の跡地活用 

・ 用途廃止団地（木造・簡耐７団地、絹延団地）の跡地について、 

民間住宅の用地としての売却等を検討             等 

(２)管理の基本方針 

●使用料の徴収体制の充実 

・ 口座振替や生活保護費の代理納付制度の利用推奨 

 

●民間事業者等による指定管理の導入 

・ 入居者サービス向上や管理の効率化、管理コストの縮減 

に向けた指定管理者制度導入を検討 

●若年世帯向けの優先枠の導入検討 

・ 新婚・子育て世帯を対象とした期限付き優先入居等の導 

入を検討 

●集約促進に向けた方策の検討 

・ 政策空家等の空き家が多く、共益費の収入が著しく低下し 

ている団地を対象とし、共益費の補助制度を新設 

・ 集約対象団地への期限付き入居等の新たな入居形態の 

検討 

○自治会活動の推進 

○高齢者等への住宅交換による対応 

○大学との連携によるコミュニティ支援 

○入居者による団地管理を促進する入居制度の新設 

○住宅困窮世帯を対象とした優先入居の推進 

○駐車場の適正管理に向けた検討                  等 

(1) 事業手法判定の考え方・手順 

「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」（平成

28 年度国交省）の考え方に基づき、川西市の実情を踏

まえながら、判定を行った。 

○１次判定(敷地の状況・住棟の物理的特性による判定) 

・敷地の状況…敷地規模、接道状況等 

・住棟の物理的特性…避難経路の確保、住戸面積等 

 ○２次判定(事業の実現可能性・継続管理の妥当性による判定) 

・事業の実現可能性…想定される事業量等による検討 

・継続管理の妥当性…将来の目標管理戸数を踏まえた検討 

○３次判定(事業の効率性や実施時期の妥当性等による総合 

的な判定) 

・事業の効率性…民間分譲住宅との合築住棟に係る検討 

・実施時期の妥当性等…住棟の供用期間等を踏まえた検討 

川 西 市 公 営 住 宅 基 本 計 画 （ 概 要 版 ） 平成 30年（2018 年）3 月 

各団地の事業手法及び事業内容 (平成29年(2017年)4月1日現在) 

活用手法 団地名 管理戸数 事業内容 

建替 

事業 

花屋敷A～C棟 105 花屋敷団地に集約建

替（166 戸） 絹延 1・2 号棟 60 

用途 

廃止 

事業 

多田 6 

入居者の移転を斡旋

し、随時用途廃止 

東谷 8 

東畦野 45 

川西 8 

川西第２ 24 

久代 18 

加茂 10 

借上公営住宅 ４団地 68 平成30年中に全戸返還 

長寿 

命化 

型 

改善 

事業 

栄南 1・2 号棟 129 

長期的に住棟を活用

できるよう、耐久性や

居住性等の向上を図

る改善を実施 

栄花 J・K棟 68 

出在家 16 

滝山 44 

加茂桃源1～4号棟 220 

日高 A・B1・B2 棟 60 

維持 

管理 

小戸 40 将来的な用途廃止に着手 
 

新生Ⅰ・Ⅱ棟 30 

必要に応じて、点検等

で指摘のあった事項

等に関する修繕を実

施しながら、現在の住

棟を活用 

花屋敷Ｅ・Ｆ棟 54 

栄町Ｈ棟 28 

栄町Ｇ棟※ 4 

栄南 7号棟※ 16 

栄北※ 23 

※栄町Ｇ棟、栄南７号棟、栄北は民間分譲住宅との合築住棟で 
あるため、管理組合の意向把握等を行い、活用方針を定める。 

・ 木造・簡耐 7団地は用途廃止 

・ 小戸団地は、敷地狭小で建替に効率的な敷
地と言い難いため、将来的な用途廃止に向け
て平成３０年度(2018 年度)より集約に着手 

 ・ 花屋敷団地Ａ～Ｃ棟、絹延団地は集約建替 
を実施 
・ その他の団地は次期計画で方針を決定  

・ 借上公営住宅については、平成３０年度(2018 年度)
中に全住戸を廃止する 

(2) 事業の実施方針 

・ 築 35 年（耐火構造耐用年限の半数）未満の団地は
長寿命化型改善事業を実施 

・ 築 35年以上の団地は個別修繕・用途廃止で対応 
 

【活用手法とは】 

・建    替  ：既存住棟を解体し、新たに住宅を建設する 
もの（非現地建替も含む） 

・用 途 廃 止：住棟または共同施設の用途の廃止を行い、 
建物を除却するもの 

・改    善  ：現在の住棟について、長期的な活用を図る 
ため、居住性、維持管理の容易性の向上、 
躯体の経年劣化の軽減に向けた内・外部の 
工事を行うもの 

・維 持 管 理：現在の住棟を引き続き活用するもの 

３ 市営住宅のあり方について 

 (１)住宅セーフティネットの考え方 

・市営住宅・県営住宅だけでなく、低廉な民間借家も

有効に活用し、重層的なセーフティネットを構築 

(２)市営住宅の役割 

・既存ストックを有効に活用し、福祉施策と連携し、 

高齢者等の住宅確保要配慮者が安心して住む 

ことのできる住宅としての役割を果たす 

４ 市営住宅の目標管理戸数について 

公共施設等総合管理計画の目標： 

公共施設の 2割を削減（平成67年(2055年)度まで） 

市営住宅の目標管理戸数は、 

現在の管理戸数の２割を減少させる 

 「川西市公共施設等総合管理計画」に基づき、 
平成５９年度(2047 年度)までに管理戸数の２割を
減少させることを目標値として設定 

※「公営住宅等長寿命化計画策定指針」に基づく 
「ストック推計プログラム」等により、将来の著しい 
困窮年収未満の世帯数を推計し、検証を行った。 

２ 市営住宅を取り巻く現状 

 (1) 適正な目標管理戸数の設定 
・公共施設等総合管理計画の削減目標を見据え、

将来的な市営住宅の目標管理戸数の設定が必要 

・今後の人口減少や社会情勢等を踏まえた検討が 

必要 

(2) 耐用年限超過団地及び耐震性に課題のある団地への対応 

・耐用年限を超過した木造・簡耐7団地（全119戸）について対

応が必要 

・花屋敷団地Ａ～Ｃ棟、絹延団地の集約建替事業の早期完了

が必要 

(3) 長期を見据えた修繕等の対応及び事業の平準化 

・築年数が浅い団地では、今後長期における活用方針を見定めた

うえで、建物の計画的な長寿命化に向けた検討を行うとともに、

予算の平準化が必要 

・老朽化が進んだ住棟では今後のあり方の検討が必要 

(4) 高齢化に伴う団地コミュニティ停滞への対応 

・入居者の高齢化に伴い、コミュニティ活性化に向 

けた新たな方策の検討が必要 

(6) 借上公営住宅の廃止に向けた検討 

・借上公営住宅の平成 30年度（2018 年度）中の廃止に向け、入居 

者の住み替え等の対応が必要 

(5) 住宅使用料の徴収率の向上 

・新たな滞納者を生み出さない方策及び滞納者に対する方策の

両方が必要 

(長寿命化型) 

川西市公営住宅基本計画の位置づけ 

花屋敷団地建替事業における取組 

○バリアフリー化・ユニバーサルデザインの推進 
○環境負荷の軽減の推進       
○地域コミュニティ活性化に資するオープンスペース等の整備 

・ 弁護士への業務委託を利用した法的対応の強化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ＜国の計画＞ 
・住生活基本計画
（全国計画） 
・公営住宅等長
寿命化計画策
定指針（改定） 

＜兵庫県の計画＞ 
・兵庫県住生活
基本計画 

・ひょうご県営住宅
整備・管理計画 

＜川西市の計画＞ 

第５次川西市総合計画 

川西市公営住宅
基本計画 

(平成25年10月) 

川西市 
公営住宅等 
長寿命化計画 
(平成27年4月) 

川西市公営住宅
基本計画 
 (平成30年3月) 

川西市公共施設等総合管理計画 

個別施設計画 



 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第１章  はじめに 

 



 

 

 

 



第１章  はじめに 
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１－１ 背景・目的  

本市は、平成25年（2013年）10月に「川西市公営住宅基本計画」、平成27年（2015

年）４月に「川西市公営住宅等長寿命化計画」を策定し、これらの計画に基づいて市営住宅の

管理等を行ってきた。 

一方、市営住宅では、建物の老朽化や入居者の高齢化が進行し、入居者の安全性や居住性の

観点から、これらの課題への対応が必要となっている。また、本市では今後も人口減少が予想

されることから、平成28年（2016年）11月に「川西市公共施設等総合管理計画」を策定

し、市営住宅を含む公共施設等に関する方針として、人口動向等に応じた公共施設の総量縮減

を行うことを定めたところである。 

本計画は、これらの背景や社会情勢の変化等を踏まえ、現行計画を再点検し、今後の市営住

宅としてのあり方を検討するとともに、将来を見据えた市営住宅のマネジメントを行うための

整備・管理計画として改定するものである。 

１－２ 計画の位置づけ 

本計画は、上位計画である「第５次川西市総合計画」「あんばい ええまち かわにし創生 

人口ビジョン・総合戦略」「川西市公共施設等総合管理計画」等の関連計画や財政運営との整

合を図りながら、「川西市公営住宅等長寿命化計画」を基に、今後の市営住宅の整備や管理に

関する方針を示すものである。 

なお、本計画は平成28年（2016年）８月に改定された「公営住宅等長寿命化計画策定指

針（改定）」（国交省）を踏まえ、改定するものである。 
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１－３ 計画期間    

本計画は、平成30～39年度（2018～2027年度）の 10年間を計画期間とする。ただ

し、中長期（30年間）の事業内容等を検討したうえで策定するものとする。 

策定後は、おおむね５年を目安として、社会情勢の変化や事業の進捗状況等を踏まえ、必要

に応じて見直しを行うものとする。 

１－４ 計画対象    

本計画の対象は、本市が平成29年（2017年）４月１日現在で管理している市営住宅1,084

戸とする。 

■市営住宅管理戸数 

種 別 管理戸数 

公営住宅 565戸 

借上公営住宅 68戸 

改良住宅 251戸 

再開発住宅 200戸 

合計 1,084戸 

※借上公営住宅は、平成30年度（2018年度）中に返還予定である 
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２－１ 市内の人口・世帯の状況 

 

・本市の人口は、平成 17 年（2005 年）をピークに減少しており、平成 27 年（2015 年）

時点で154,012人である。人口は、今後も減少することが推測される。 

・世帯数は、平成 27年（2015 年）時点で 62,675 世帯である。世帯数は増加しているが、

以前に比べ増加率が下降傾向にある（人口が増加していた平成12～17（2000～2005年）

では7.3％増だが、最近５年間では3.5％増）。 

■人口・世帯数の推移（出典：人口-あんばいええまちかわにし創生、世帯数-国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・高齢化率は、平成27年（2015年）時点で30.2％である。今後も上昇し続け、平成47年

（2035年）には約35％になると推測される。 

・高齢者数は、これまで増加し続けていたが、今後ほぼ横ばいで推移すると推測される。 

■年齢３区分別人口と高齢化率の推移（出典：あんばいええまちかわにし創生） 
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○今後、人口は減少し、高齢者数もほぼ横ばいで推移すると推測される 
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・世帯構成別の世帯数では、高齢世帯（高齢単身及び高齢夫婦）が増加し続けており、平成27

年（2015年）時点で19,105世帯である。 

・子育て世帯（18歳未満の子＋両親及び18歳未満の子＋ひとり親）は、横ばい傾向にある。 

■世帯構成別世帯数の推移（出典：国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※その他：夫婦と親（両親・ひとり親）から成る世帯、18歳以上の子と親（両親・ひとり親）から成る世帯等 

※不明を除く 

 

２－２ 住宅確保要配慮者及びその世帯の状況 

 

・被生活保護世帯は、増加傾向にある。 

■被生活保護世帯・実人員数の推移（出典：市統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○住宅確保要配慮者・世帯は、近年微増傾向にある 

4,383

5,981

7,468

7,795

10,129

11,637

6,988

7,117

7,856

7,246

5,822

5,135

12,057

12,068

12,018

1,280

1,517

1,475

1,229

853

669

17,514

17,033

16,376

58,492

60,520

62,634

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000

H17
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H22

（2010年）

H27

（2015年）

高齢単身 高齢夫婦(65歳以上がいる世帯）単身

夫婦 18歳未満の子＋両親 18歳未満の子＋ひとり親

18歳未満の子を含む３世代 その他

770

1,099
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1,194

1,660
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0
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・外国人数は、おおむね1,000人程度で推移している。 

■外国人数の推移（出典：国勢調査） 

 

 

 

 

 

 

 

・障害者数は、増加傾向にある。 

■障害者手帳所持者数の推移（出典：市統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・200万円未満の世帯は、増加している。 

■年間収入階級別の世帯数の推移（出典：住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※不明を除く 
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(13.6%)
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(11.2%)
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(15.6%)
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２－３ 住宅の状況 

（１）全住宅の概要 

 

 

・住宅総数は、平成 15～25 年（2003～2013 年）の 10 年間で約 7,500 戸増加し、平成

25年（2013年）時点で62,760戸である。 

・借家では民営借家（非木造）が増加し、平成 15 年（2003 年）と比べると 1.5 倍程度の住

宅数となっている。（平成15年（2003年）4,980 戸→平成25年（2013年）7,300 戸） 

■所有関係別住宅数の推移（出典：住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※不明を除く 

・空き家数は、平成25年（2013年）時点で8,250戸である。そのうち、賃貸用の住宅の空

き家数は3,460戸であり、その数は増加している。 

・なお、空き家のうち、一戸建住宅（持ち家）が平成25年（2013年）時点で3,500戸あり、

その大半がその他の住宅となっている。 

■空き家数の推移（出典：住宅・土地統計調査） 

 

 

 

 

 

 

 

※統計表の数値は１の位を四捨五入して10の位までを有効数字としているため、総数と内訳の合計は必ずしも一致しない 

43,770

46,210

50,010

1,510

1,630

1,850
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80

3,790

3,540

2,960

4,980
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7,300
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H20
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H25

（2013年）

持ち家 公営の借家 ＵＲ・公社の借家

民営借家（木造） 民営借家（非木造） 給与住宅

56,400

62,760

55,280

○民営借家（非木造）は、最近10年間で1.5倍の住宅数に増えている（約2,300戸増加） 

○空き家の大半は一戸建住宅が占めるが、共同住宅等では賃貸用の空き家が増加している 

490 590 200

2,560 3,040 3,460
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二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅

（戸） 
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・本市の新築住宅着工数は、平成25年（2013年）時点で約770戸程度であるが、その半

数程度は持家である。貸家（借家）は、平成25年度（2013年度）で140戸である。 

■新築住宅着工数（出典：兵庫県新設住宅着工統計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・最低居住面積水準未満率は、住宅全体で3.2％であり、兵庫県全体よりも低い。また、民営

借家においても15.1％となっており、兵庫県全体より低い状況である。 

※最低居住面積水準：世帯人員に応じて，健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積

に関する水準。 

■所有関係別最低居住面積水準未満率（出典：住宅・土地統計調査（平成25年（2013年））） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.2%
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0% 5% 10% 15% 20%

総数
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15.1%

5.3%

17.6%

公営の借家
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370 361 379
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386
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373
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1,200
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（２）民営借家の状況 

 

 

 

・家賃は、５万円未満が25.0％を占め、比較的低廉な家賃の住宅が一定数ある。 

・㎡あたりの家賃は、1,255円であり、周辺市よりも比較的安い。 

■民営借家の１か月あたり家賃別住宅数（出典：住宅・土地統計調査（平成25年（2013年））） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※不明を除く 

 

・延べ床面積は、30㎡以上のものが71.7％あり、比較的床面積の大きい住宅が多い。 

■民営借家の延べ床面積別住宅数（出典：住宅・土地統計調査（平成25年（2013年））） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※不明を除く 
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14.5%

16.2%

12.3%

12.3%

19.5%
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32.4%

38.9%
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6～8万円未満 8～10万円未満10万円以上

○民営借家は、比較的低廉な家賃で一定の広さが確保されているものが多い 

○昭和56年（1981年）以降建設の住宅が約８割を占め、比較的新しい住宅が一定量蓄積され

ている 

平均1,255円／㎡ 

㎡あたりの家賃 

平均1,554円／㎡ 

平均1,238円／㎡ 

平均1,347円／㎡ 

30㎡以上（71.7％） 

５万円未満（25.0％） 
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・建築時期は、民営借家で昭和56年（1981年）以降が81.9％を占めており、比較的築年

数の新しい住宅ストックが蓄積されている。 

■民営借家の建築時期別住宅数（出典：住宅・土地統計調査（平成25年（2013年））） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※不明を除く 

 

・高齢者等のための設備がある住宅は、借家の 37.0％であり、兵庫県全体よりやや高い割合

である。内訳としては、「手すりがある」が 27.5％、「段差のない屋内」が 20.1％等であ

る。 

■高齢者等のための設備がある住宅（借家）の割合 

（出典：住宅・土地統計調査（平成25年（2013年））） 
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民営借家

（戸）
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２－４ 市営住宅の状況 

 ■市営住宅の分布 
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（１）市営住宅ストックの現況 

 

  

 

①住棟の状況 

・市営住宅は、公営住宅が 565 戸、借上公営住宅が 68 戸、改良住宅が 251 戸、再開発住

宅が200戸（計1,084戸）ある。（※借上公営住宅は平成30年度（2018年度）中に返還予定）

なお、一部の団地（栄町Ｇ棟、栄南7号棟、栄北）は、民間分譲住宅との合築住宅である。 

・建築時期別にみると旧耐震基準で建設された団地が367戸（市営住宅全体の３割）あり、

その中で花屋敷Ｂ･Ｃ棟、絹延1号棟は耐震性に課題を抱えており、花屋敷Ａ～Ｃ棟、絹延

団地は一体的に建替を行う予定で、事業を進めている。 

・耐用年限までの年数別にみると、耐用年限超過（平成30年（2018年）時点）が119戸

あり、いずれも木造・簡易耐火平屋建の７団地であり、用途廃止等の対応が必要である。 

・昭和40～50年代前半建設の鉄筋造の団地（224戸）は、築35年（耐火構造の耐用年限

の半数）を経過し、老朽化が進行している。 

■建築時期別の市営住宅の状況 

 

 

 

 

 

■耐用年限までの年数別の市営住宅の状況（平成30年（2018年）時点） 

 

 

 

 

 

 

■構造別の市営住宅の状況 

 

 

 

 

 

  

 

 

4.0%

7.0% 79.2% 9.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

木造平屋建 簡易耐火平屋建 鉄筋 鉄骨鉄筋

18.1% 13.6% 33.9% 22.7% 11.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

S45（1970年）以前 S46～55（1971～1980年）S56～H2（1981～1990年）

H3～7（1991～1995年）H8（1996年）以降

○市営住宅のうち、木造・簡易耐火平屋建の住棟が耐用年限を超過しており、対応が必要である 

○耐震性に課題のある住棟等（花屋敷A～C棟、絹延1・2号棟）においても対応が必要である 

○昭和40～50年代前半に建設された団地（224戸）が築35年（耐火構造の耐用年限の半数）

を経過し老朽化が進行している 

119

0

421

544

0

200

400

600

耐用年限超過 20年以下 21～35年以下 36年以上

○木造・簡易耐火平屋建 ○S40-50年代前半建設の鉄筋造 

絹延※、小戸、新生※、花屋敷※、栄町※ 
計5団地（224戸）→耐用年限半数経過 

東谷、東畦野、多田、川西、川西第2、加茂、
久代 計7団地（119戸）  →耐用年限超過 

31.7％ 

11.0％ 

※絹延団地、新生団地、花屋敷団地、栄町団地の一部の住棟は、同団地の昭和56年以降に建設された住棟を除く 

（戸） 
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②住戸の状況 

・住戸面積は、30㎡以上が97.8％となっており、比較的広い住戸が多い。 

・間取りは、3ＤＫが半数程度を占めている。 

■住戸面積別の状況（純店舗を除く） 

 

 

 

 

 

■間取り別の状況（純店舗を除く） 

 

 

 

 

 

・浴室設備は、821戸（77.2％）の住戸で設置されている。３点給湯は、571戸（53.7％）

と半数程度の住戸で設置されている。 

■浴室設備の設置状況           ■３点給湯の設置状況 

（純店舗を除く）                  （純店舗を除く）    

 

 

 

 

 

 

・３階以上の住棟で、エレベーターが設置されている住戸数は、約半数程度となっている。 

■エレベーターの設置状況（3階以上の住棟のみ、純店舗を除く） 

 

 

 

 

 

0.4%

3.4%12.2% 7.7%

0.8%

0.8%

5.5% 57.0%

6.4%

5.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1DK1DK（シルバー）2K 2DK2DK（車椅子）2DK（店舗）3K 3DK3LDK4DK

2.3%

16.9% 14.2% 24.1% 36.6% 6.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30㎡未満 30～40㎡40～50㎡50～60㎡60～70㎡70㎡以上

52.1% 47.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有り 無し

53.7% 46.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有り 無し

77.2% 22.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

有り 無し

97.8％ 
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 ③市営住宅の一覧   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※借上公営住宅（68戸）は、平成30年度（2018年度）中に返還予定である 

S30（1955） 3K 35.20 5 木造平屋建

S48（1973） 2K 31.40 3 簡易耐火平屋建

S41(1966） 20

S42(1967） 25

3 多田 S30（1955） 3K 35.20 6 × × 木造平屋建

4 川西 S30（1955） 3K 35.20 8 × × 木造平屋建

5 川西第2 S33（1958） 2K 29.70 24 × × 木造平屋建

1号棟 S44（1969） 2K 40.00 30 浴室のみ

2号棟 S59（1984） 3DK 58.90 30 設備付き

7 小戸 S47（1972） 3K 43.00 40 × 浴室のみ 鉄筋5階建

Ⅰ期 S52（1977） 60.90 15

Ⅱ期 S62（1987） 61.50 15

9 加茂 S44（1969） 2K 32.50 10 × 設備付き 簡易耐火平屋建

10 久代 S40（1965） 2K 31.40 18 × × 簡易耐火平屋建

3DK 34

2DK（車椅子） 2

3DK 63.00 48

2DK（車椅子） 64.10 4

1DK（シルバー） 31.50 12

3DK 63.00 26

3DK 63.00 60

4DK 73.70 6

1DK（シルバー） 31.50 24

3DK 63.00 40

3DK 61.90 12

1DK 38.40 4

65.50 21

59.30 23

565

15 H09（1997） 3LDK(2LDK+納戸) 65.86 14 × 設備付き 鉄筋3階建

16 H09（1997） 3LDK 65.25 20 ○ 設備付き 鉄筋5階建

17 H09（1997） 3LDK(2LDK+納戸) 65.88 7 × 設備付き 鉄筋3階建

18 H10（1998） 3LDK 65.00 27 ○ 設備付き 鉄筋9階建

68

タイプ
戸当たり
専用面積
（㎡）

公
営
住
宅

1 東谷 ×

住戸

管理
戸数

EV 設備 構造
種
別

NO 団地名 棟名
建設年度
（西暦）

×

2

6 絹延 × 鉄筋5階建

東畦野 2K 31.40 × × 簡易耐火平屋建

11 栄花 J棟 H01（1989） 58.90 × 設備付き 鉄筋5階建

8 新生 3DK × 設備付き 鉄筋5階建

12 加茂桃源

1号棟 H05（1993） ○ 設備付き 鉄筋7階建

3号棟 H02（1990） ○ 設備付き 鉄筋7階建

2号棟 H06（1994） ○ 設備付き 鉄筋7階建

4号棟 H06（1994） ○ 設備付き 鉄筋7階建

設備付き 鉄筋8階建

公 営 住 宅 合 計

14 滝山 H04（1992） 3DK ○

13 出在家 H04（1992） × 設備付き 鉄筋4階建

借
上
公
営

シュテルン山下

Courtひらき坂

ルミエール多田

グランヴェール萩原

借 上 公 営 住 宅 合 計
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＊民間分譲住宅との合築住宅（栄町G棟、栄南7号棟、栄北） 

2DK 36.04 25

3DK 41.08 25

3DK 43.74 8

2DK(店舗付) 61.02 2

2DK 36.04 20

3DK 43.74 21

2DK(店舗付) 61.02 4

E棟 S53（1978） 3DK 56.21 30 × 浴室のみ 鉄筋5階建

F棟 S56（1981） 3DK 56.21 24 × 浴室のみ 鉄筋4階建

3DK 56.77 2

2DK（店舗付） 73.50 2

3DK 54.78 21

純店舗 7

A棟 H08（1996） 3DK 63.58 18 × 設備付き 鉄筋3階建

2DK 50.56 10

3DK 63.57 22

2DK(車椅子) 63.83 2

B2棟 H15（2003） 4DK 73.65 8 ○ 設備付き 鉄筋5階建

251

2DK 49.98 10

3DK 59.30 50

4DK 70.30 20

純店舗 4

2DK 49.98 6

3DK 59.30 18

4DK 70.30 12

純店舗 9

7号棟 S58（1983） 4DK 75.71 16 × 設備付き 鉄筋4階建

2DK 46.88 11 ○

3DK 53.58 12 ○

3DK 62.17 31 ×

2DK(車椅子) 62.17 1 ×

200

1,084

タイプ
戸当たり
専用面積
（㎡）

住戸

管理
戸数

EV 設備 構造
種
別

NO 団地名 棟名
建設年度
（西暦）

× 浴室のみ 鉄筋5階建

改
良
住
宅

19 花屋敷

A棟 S45（1970）

B棟 S46（1971） × 浴室のみ

G棟 S55（1980） × 浴室のみ 鉄筋4階建

S46（1971） × 浴室のみ 鉄筋5階建C棟

鉄筋5階建

21 日高 B1棟 H08（1996） ○ 設備付き 鉄筋5階建

20 栄町

H棟 S57（1982） × 浴室のみ 鉄筋5階建

23 栄北 S60（1985） 設備付き 鉄骨鉄筋11階建

2号棟 S58（1983） ○ 設備付き 鉄筋7階建

改 良 住 宅 合 計

22 栄南

1号棟 ○

再 開 発 住 宅 合 計

市 営 住 宅 総 合 計

24 栄花 K棟 H04（1992） 設備付き 鉄筋4階建

再
開
発
住
宅

S57（1982） 設備付き 鉄骨鉄筋11階建

＊ 

＊ 

＊ 
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269世帯

28.8%

146世帯

15.6%

204世帯

21.9%

0% 20% 40% 60% 80%

単身高齢者世帯 単身以外の高齢者のみ世帯 高齢者同居世帯

619世帯

66.3%

340世帯

36.4%

286世帯

30.7%

194世帯

20.8%

79世帯

8.5%

25世帯

2.7%

9世帯

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身 2人 3人 4人 5人 6人以上

（２）市営住宅の入居者の状況 

 

・入居世帯は、単身世帯が340世帯、2人世帯が286世帯で、少人数世帯が約7割。 

・入居者数は1,991人であり、そのうち65歳以上の高齢者は 849人（42.6％）である。 

■世帯人員別世帯数 

 

 

 

 

 

■年齢階層別居住者数 

 

 

 

 

 

 

・高齢者がいる世帯の世帯構成をみると、高齢者のみ世帯が 415 世帯で全体の 44.5％と半

数近くを占める。 

■世帯構成別世帯数（高齢者のいる世帯を対象に集計） 

 

 

 

 

 

※上記は、2017年3月1日時点 

228人

11.5%

219人

11.0%

161人

8.1%

254人

12.8%

202人

10.1%

78人 3.9%

154人

7.7%

387人

19.4%

253人

12.7%

55人

2.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

18歳以下 19～29歳 30～39歳 40～49歳 50～59歳 60～64歳

65～69歳 70～79歳 80～89歳 90歳以上

高齢者のみ世帯：415世帯（44.5％） 

○入居世帯は、単身・２人世帯の少人数世帯が多く、高齢者のみ世帯が半数近くを占め、入居

者の高齢化が進行している 

65歳以上 
（849人、42.6％） 
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・入居者の8割で政令月収額区分がⅠ分位となっている。一方、収入超過者は7.6％（約50

世帯）、高額所得者0世帯である。 

（※政令月収額：世帯の総所得金額から控除額を差し引いて算出した金額のこと（関連法令：公営住宅法23条）） 

■政令月収額区分別世帯数 

 

 

 

 

 

※収入分位 Ⅰ分位：104,000円以下、     Ⅱ分位：104,001～123,000円以下 

Ⅲ分位：123,001～139,000円以下、Ⅳ分位：139,001～158,000円以下 

Ⅴ分位：158,001～186,000円以下、Ⅵ分位：186,001～214,000円以下 

Ⅶ分位：214,001～259,000円以下、Ⅷ分位：259,001円以上 

※上記は、2017年4月1日時点 

 【参考】 

   収入分位  ：入居者の収入の区分のこと。公営住宅法施行令では政令月収額により８分位に

区分しており、入居者資格を具備する者は上記Ⅰ分位～Ⅳ分位の者としている。

（公営住宅法第23条第1号ロの場合） 

収入超過者：引き続き3年以上市営住宅に居住し、かつ公営住宅法で定める収入基準を超え

る収入のある入居者のこと（収入超過者に認定されたものには、明渡努力義務

が生じる） 

高額所得者：引き続き5年以上市営住宅に居住し、かつ最近2年間引き続き公営住宅法で定

める収入基準（31.3万円等）を超える収入のある入居者のこと（高額所得者に

認定されたものには、明渡請求を行う） 

 

 

■世帯人数ごとの市営住宅に入居可能な収入基準額表 

単位：円 

政令月収額 １５８,０００円[２１４,０００円]以下 

区 分 給与所得の方 事業所得の方 年金所得の方 

年間総収入金額 

《税込金額》 
年間総所得金額 年間総収入金額 

単身者世帯 
2,967,999

以下 

3,887,999 

以下 

1,896,000 

以下 

2,568,000 

以下 

3,028,001 

以下 

3,924,001 

以下 

２ 人 

世 帯 

3,511,999 

以下 

4,363,999 

以下 

2,276,000 

以下 

2,948,000 

以下 

3,534,667 

以下 

4,391,765 

以下 

３ 人 

世 帯 

3,995,999 

以下 

4,835,999 

以下 

2,656,000 

以下 

3,328,000 

以下 

4,041,333 

以下 

4,838,824 

以下 

４ 人 

世 帯 

4,471,999 

以下 

5,311,999 

以下 

3,036,000 

以下 

3,708,000 

以下 

4,495,295 

以下 

5,285,883 

以下 

５ 人 

世 帯 

4,947,999 

以下 

5,787,999 

以下 

3,416,000 

以下 

4,088,000 

以下 

4,942,354 

以下 

5,732,942 

以下 

６ 人 

世 帯 

5,423,999 

以下 

6,263,999 

以下 

3,796,000 

以下 

4,468,000 

以下 

5,389,412 

以下 

6,180,001 

以下 

※斜字の政令月収額は、裁量階層世帯の場合  

83.1% 2.5%

3.3%

2.4%

2.4%

1.9%

1.3%

3.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

Ⅰ分位 Ⅱ分位 Ⅲ分位 Ⅳ分位 Ⅴ分位 Ⅵ分位 Ⅶ分位 Ⅷ分位
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（３）市営住宅の入退去の状況 

 

・募集戸数は、近年20戸程度（平成28年度は半減）で、平均倍率が7倍程度で推移。 

・退去世帯数は、近年40世帯程度であり、退去率が4％程度で推移している。 

■募集・応募戸数・応募倍率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

■退去世帯数・退去率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・応募世帯は、高齢単身・高齢夫婦、ひとり親＋子世帯が多い。 

■世帯属性別応募世帯数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※高齢単身：65歳以上の単身世帯、 
高齢夫婦：いずれかが65歳以上の高齢者である夫婦世帯として算出 

27 26 27
20

9

168
162

170

147

67
6.2 6.2 6.3

7.4 7.4

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

0

20

40

60

80

100

120

140

160

180

200

H24

（2012年）

H25

（2013年）

H26

（2014年）

H27

（2015年）

H28

（2016年）

（
応
募
倍
率
）

（
募
集
戸
数
・
応
募
世
帯
数
）

募集戸数 応募世帯数 応募倍率(平均)

○近年の応募倍率は、7倍程度で、退去率は4％程度で推移している 

19

20

23

9

19

6

8

5

10

10

11

4

19

12

6

27

15

4

32

45

6

7

9

2

0 20 40 60 80 100 120 140

H26

（2014年）

H27

（2015年）

H28

（2016年）

高齢単身 高齢夫婦

単身 夫婦

親＋子（18歳以上） 親＋子（18歳未満）

ひとり親＋子（18歳未満） その他

41
32 26

47
39

4.0%
3.2%

2.6%

4.7%
4.0%

0

50

100

150

200

H24

（2012年）

(n=1,021)

H25

（2013年）

(n=1,001)

H26

（2014年）

(n=1,005)

H27

（2015年）

(n=1,003)

H28

（2016年）

(n=968)

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

退去世帯数 退去率

（世帯） 

（世帯） 
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（４）使用料徴収の状況 

 

・住宅使用料の徴収率は、現年度分が近年上昇傾向にあり、平成 28 年度（2016 年度）で

96.7％となっている。 

■住宅使用料の徴収率の推移 

   

 

 

 

 

 

 

 

（５）市営住宅以外の公的賃貸住宅の状況 

 

・市内における県営住宅・公社住宅は合計1,138戸あるが、県営住宅では応募倍率の1.0 未

満や常時募集の住宅も存在する。 

■他の公的賃貸住宅の状況 

 団地名 建設年 戸数 直近の応募状況 

県営住宅 

川西清和台鉄筋 H4（1992年） 54戸 応募倍率 平均 1.50 倍※2 

川西清和台東高層 H6（1994年） 112戸 応募倍率 平均 0.87 倍※2 

川西東多田鉄筋 S58～S59 

（1983～1984年） 
185戸 応募倍率 平均 3.14 倍※2 

川西けやき坂高層 H4～H6 

（1992～1994年） 
355戸 常時募集、応募倍率 平均 0.02倍※2 

川西下加茂高層 H7（1995年） 352戸 応募倍率 平均 6.29 倍※2 

公社住宅 川西松ケ丘 S43（1968年）※1 80戸 ― 

合計 ― 1,138 戸  

※1公社住宅の建設年は、管理開始年 

※2応募倍率は平成28年11月～平成29年10月の実績値から平均倍率を算出（出典：兵庫県住宅供給公社 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ 抽選倍率一覧表各月） 

○県営住宅では、応募倍率1.0未満や常時募集の住宅がある 

○使用料の徴収率は、近年上昇傾向にある 

91.8% 91.7% 92.7% 93.5% 96.7%

8.3% 7.4% 6.7% 4.2%
8.5%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

120%

H24

（2012年）

H25

（2013年）

H26

（2014年）

H27

（2015年）

H28

（2016年）

現年度分 滞納繰越分
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２－５ 現状・課題のまとめ 

① 適正な目標管理戸数の設定 

・本市公共施設等総合管理計画では、「今後の人口減少を見据え、施設の縮減」を図ることを

掲げており、平成67年（2055年）までに公共施設の総量の20％を削減することが目標

となっている。そのため、市営住宅においても、将来を見据えた目標管理戸数の設定が必要

である。 

・近年の高齢世帯の増加に伴い、被生活保護世帯、障害者等も増加傾向にあり、これらの住宅

確保要配慮者への対応は、引き続き重要である。ただし、今後は人口が減少し、高齢者数も

ほぼ横ばいになると推計されていることから、将来の人口減少も踏まえた検討が必要である。 

・市内の民営借家では、昭和56年以降に建設された住宅が約8割あり、比較的低廉な家賃で

一定の広さを確保している住宅が多い。さらに、賃貸用の空き家も増加していることや、住

宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給に関する新たな制度等が設置されたことから、市内

の民営借家の活用も望まれる。 

② 耐用年限を超過した団地と、耐震性に課題のある団地への対応 

・木造・簡易耐火平屋建の住棟7団地（全119戸）は、耐用年限を超過しているため、用途

廃止等の対応が必要である。 

・現在の耐震基準を満たしていない団地を含む花屋敷団地Ａ～Ｃ棟・絹延団地 1・2 号棟は、

建替を行うことが決定しており、早期の事業完了に向け、民間事業者等と連携し、事業を推

進する必要がある。 

③ 長期を見据えた修繕等の対応、及び事業の平準化 

・築年数が比較的浅い住棟では、外部・内部の計画修繕等を行っていない団地があり、今後建

物の長寿命化に向けた検討が必要である。 

・昭和 40 年代～50 年代前半に建設された住棟（全 224 戸）は、築 35 年（耐用年限の半

数）を経過し、老朽化が進行しており、今後のあり方の検討が必要である。 

・上記を踏まえ、長期における活用方針を見定めた上で、老朽化した団地への計画的な対応を

行うとともに、予算の平準化が必要である。 

④ 入居者の高齢化に伴う団地コミュニティ停滞への対応 

・入居者全体の約 4 割が高齢者のみ世帯であり、団地コミュニティの停滞が懸念される。ま

た、団地管理人の担い手が不足する等、団地内での管理・見守りの機能の低下が想定される。

これらの課題に対応し、団地コミュニティ活性化に向けた方策の検討が必要である。 
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⑤ 住宅使用料の徴収率の向上 

・住宅使用料（現年度分）の徴収率は、近年上昇傾向であり、平成28年度（2016年度）時

点で 96.7％となっている。今後さらに徴収率を向上させるためには、新たな滞納者を生み

出さない方策及び、滞納者に対する方策が必要である。 

⑥ 借上公営住宅の廃止に向けた検討 

・借上公営住宅は、平成30年度（2018年度）中に廃止（返還）が決定していることから、

早期の入居者の住み替え等の対応が必要である。 
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３－１ 住宅セーフティネットの考え方 

今後も続く高齢社会においては、高齢者等をはじめとする住宅確保要配慮者への対応を継続

しつつ、将来の人口減少も見据えた住宅セーフティネットの構築が重要である。 

本市では、民営借家ストックが豊富にある現状を踏まえ、市営住宅・県営住宅だけでなく、

低廉な民営借家を有効に活用することで、住宅確保要配慮者がそれぞれのニーズに応じて住宅

を選択することができる、重層的なセーフティネットの構築を目指すこととする。 

３－２ 市営住宅の役割 

重層的なセーフティネットの中で、公営住宅等は、民営借家では対応が困難である高齢者や

障害者等、特に支援の優先度の高い世帯を中心として対応することが基本となる。 

本市では、県営住宅と市営住宅の主な役割を踏まえ、利便性の高い場所に多く立地する既存

の市営住宅ストックを有効に活用しながら、福祉施策と連携し、高齢者等の住宅確保要配慮者

が安心して住むことのできる住宅としての役割を果たすこととする。 

「ひょうご県営住宅整備・管理計画」（平成28年（2016年）5月）では、県営住宅、 

市営住宅（市町営住宅）の主な役割を、以下の通り示している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：ひょうご県営住宅整備・管理計画（平成28年（2016年）5月）） 

公営住宅 

公営住宅及び県営住宅の役割 

①住宅確保要配慮者

への対応 

(中核的役割) 

②災害等による一時

的な需要への対応 

③地域のまちづくり

への対応 

市町営住宅の主な役割 

○都市政策や福祉施策

と連携した対応 

○市町域内の需要に特

化した対応 

○地域に密着した一時

的な需要への対応 

○広域行政の利点を活かした

緊急的な需要への対応 

県営住宅の主な役割 

○市町域を越えた広域需要へ

の対応 

○県域に共通性の高い課題

に対する先導的取組 

◯市町の積極的な取組への

支援 
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４－１ 上位計画における公共施設等の基本的な方向性 

今後の市営住宅の老朽化に対応した活用方針を検討する上で、今後の少子高齢化・人口減少

等の状況を見据えつつ、長期における管理戸数のあり方を見定める必要がある。 

本市では、所有する全施設を対象とし、今後の公共施設等の適正な配置や効果的・効率的な

運営の方向性を示した「川西市公共施設等総合管理計画」を平成28年（2016年）11月に

策定したところであり、公共施設の総量の20％を削減することを目標として設定している。 

【川西市公共施設等総合管理計画】 

○対象期間：平成28年度（2016年度）～平成67年度（2055年度）の40年間 

○公共施設等マネジメントに関する4つの原則は以下の通りである。 

原則 1：施設総量の適正化 

・今後の人口減少を見据え、統合・廃止等により施設の縮減を図りつつ、新規整備を

抑制し、市民サービスにおける量の適正化を図る 

原則２：施設機能の適正化 

原則３：施設性能の適正化 

原則４：施設管理の適正化 

○本市の公共施設の総量を今後40年間で20％削減することを目標値として設定しま

す。 

○市営住宅に関しては、社会情勢や経済情勢等に応じた管理戸数となるよう見直しを

行い、老朽化が著しい平屋については順次廃止を進めるとともに、入居者数が著しく

低下した団地についても、廃止に向けた検討を進める。 

 

４－２ 市営住宅の目標管理戸数の設定 

川西市公共施設等総合管理計画で示した目標値は、床面積について公共施設の総量の20％

削減としている。一方、市営住宅においては、居住面積水準が上昇している現在の社会情勢を

踏まえると、戸数の削減なくしては床面積の削減は難しいため、目標管理戸数を設定し、管理

戸数において目標値を設定することとする。 

上記を踏まえ、市営住宅の目標管理戸数は、平成 59 年度（2047 年度）までに２割の管

理戸数を減少させることを目標値として設定する。 

 

 

 

 

○公共施設等総合管理計画における目標： 

公共施設の総量の2割を削減（平成67年度（2055年度）まで） 

市営住宅の目標管理戸数は、 

現在の管理戸数から２割を減少させることを目標値として設定 
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４－３ 目標管理戸数の検証 

本市における公営住宅等の需要量（著しい困窮年収未満の世帯数）について、「公営住宅等

長寿命化計画策定指針（改定）」（平成28年度（2016年度）国交省改定）における「ストッ

ク推計プログラム」を用いて推計し、適正な目標管理戸数の目安として検証する。 

（１）公営住宅等が対応すべき対象世帯数の検証 

公営住宅等が対応すべき対象世帯について、住生活基本計画（「公営住宅供給目標量設定

支援プログラム」（国交省配布））では、著しい困窮年収に加えて、居住面積や家賃負担率の

状況を踏まえた世帯数（要支援世帯）を推計するものとしている。 

本検証においても、要支援世帯数の推計の考え方を用いて、著しい困窮年収未満の世帯数

（「ストック推計プログラム」より推計結果）をもとに、公営住宅等が対応すべき対象世帯

数を算出する。 

算出の結果、2017年時点の公営住宅等が対応すべき対象世帯数は、1,576世帯である。

公営住宅等のストック量（2,222戸）と比べると、世帯数の方が少ない状況である。 

 

 

 

 

 

 

（２）長期における、著しい困窮年収未満の世帯数の推計 

長期における著しい困窮年収未満の世帯数を推計すると、平成29年度（2017年度）時

点では3,329世帯だが、30年後（204７年度）には、現時点と比べ2割以上減少するこ

とになる。 

■著しい困窮年収未満の世帯数の推移（推計値） 

 

 

 

 

 

 

3,3293,173
2,9652,8222,6892,562

2,381

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

平成29年度

(2017)

平成34年度

(2022)

平成39年度

(2027)

平成44年度

(2032)

平成49年度

(2037)

平成54年度

(2042)

平成59年度

(2047)

① 
公営住宅
収入基準 

居住面積 

水準 

収入 
＜推計対象世帯＞ 

 

著しい 
困窮年収 

最低居住面積水準 

Ｂ 1,151世帯 

Ａ 
425世帯 

「著しい困窮年収未満の世帯」：3,329 世帯 

「公営住宅等が対応すべき対象世帯」 

Ａ(最低居住面積水準未満の世帯)：425世帯 

最低居住面積水準未満率は、住宅・土地統計調

査(H25)の県・市データから、借家世帯の世帯

人員別に算出 

Ｂ(最低居住面積水準以上かつ、高家賃負担率

以上の世帯)        ：1,151 世帯 

高家賃負担率は住宅・土地統計調査(H25)の市

データから、収入階級別に算出 

2017年度時点の

世帯数から2割減

した世帯数 

 

※「ストック推計プログラム」等により算出 
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５－１ 長寿命化及びライフサイクルコストの縮減に関する方針 

○維持管理・改善の徹底による長寿命化の推進 

市営住宅においては、建設年度が昭和 40～50 年代に集中しており、これらが同時期に老

朽化が進行することとなるため、定期点検やそれに基づく修繕等の実施により予防保全的な維

持管理を徹底するとともに、耐久性の向上に向けた改善を行い、長寿命化を図る。 

○内部改善の推進による長寿命化の促進 

本市においては、これまで外壁改修や屋上防水、エレベーターの更新等、外部の計画修繕を

主に実施してきた。しかしながら、近年においては衛生設備や給排水設備等の設備での不具合

が増えていることから、内部の計画修繕も修繕周期に基づきながら実施することで、入居者の

居住快適性を向上させるとともに長寿命化を図る。 

○ライフサイクルコストの縮減 

改善事業においては、内部、外部の改善時において、耐久性や維持管理の容易性の向上

を行い、住棟の使用年数や修繕周期の延長を図ることで、ライフサイクルコストの縮減を

目指す。 

５－２ ストックの状態把握及び日常的な維持管理の方針 

○住棟別のデータ管理の徹底 

住棟別に、戸数や所在地、住戸面積等の基本的な情報をまとめたデータベースを構築すると

ともに、日常点検や定期点検等の点検結果、計画修繕履歴等の修繕内容は速やかにデータの更

新を行い、管理履歴を蓄積する。 

○定期点検の実施 

法定点検については従来通り実施するが、法定点検の対象外のものについても、入居者によ

る日常的な点検や、入居者退去時での点検等を実施し、予防保全型の維持管理に努める。 

また特に日常的に不具合の多い箇所等については、必要に応じて現地調査等を実施する。 

定期点検結果等の基づき、計画的に修繕を実施し、建物の老朽化や劣化等による事故等を未

然に防ぐよう努める。なお、修繕計画については、定期点検等の状況に応じて随時見直しを行

う。 
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６－１ 事業手法判定の考え方 

「公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）」（平成28年度（2016年度）国交省改定）の

考え方に基づき、本市市営住宅の実情を踏まえながら、以下の手順で判定を行う。 

なお、本検討においては、平成30年度中に廃止（返還）が決定している借上公営住宅（全

68戸）は除く。 

□ 判定の手順  

１次判定）敷地の状況、及び住棟の物理的特性からみた事業手法の仮設定        

・立地環境等の敷地の状況、住棟の現在の物理的特性から団地・住棟の評価を行い、長期

を見据えた事業手法を仮設定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 改善不要 改善が必要 優先的な改善が必要 

継続管理する団地 維持管理 

 

改善又は建替 

 

優先的な改善又は優先的な

建替 

継続管理について 

判断を留保する団地 
維持管理又は用途廃止 

 

改善又は用途廃止 優先的な改善、優先的な建替

又は優先的な用途廃止 

 

２次判定）１次判定を踏まえた事業手法の仮設定                   

・事業実施の実現可能性及び妥当性を検討し、事業手法を仮設定する。 

 

 

 

 改善不要 改善が必要 優先的な改善が必要 

継続管理する団地 維持管理 

 

改善 優先的な改善 優先的な建替 

当面管理する団地 

 

当面維持管理 改善し当面

維持管理 

用途廃止 優先的な改善し当

面維持管理 

優先的な用途廃

止 

 

３次判定）計画期間における事業手法の決定                    

・２次判定の結果をもとに、①複数が所有する団地に係る検討、②今後の事業及び管理の

見通しを踏まえ、事業の効率性や実施時期の妥当性等の観点から総合的な検討を行い、

本計画期間における事業手法の判定を行う。 

①敷地の状況を踏まえた団地の

管理方針 

評価項目（３つ）： 

 

②住棟の物理的特性を踏まえた

住棟改善の必要性・可能性 

評価項目（３つ）： 

避難の安全性 

居住性 

土地の安全性 

効率性 

立地 

躯体の安全性 
全てが活用に 

適する 

左記 

以外 

いずれかを満たさず

改善が必要 

満たしており

改善が不要 

満たさず改善が必要 

【Ａグループ】当面の建替事業量を

踏まえた事業実施の可能性 
【Ｂグループ】将来のストック量を

踏まえた維持管理の妥当性 

A ｸﾞﾙｰﾌ ゚

B ｸﾞﾙｰﾌ ゚
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□ 判定フロー  

【１次判定】 

・団地敷地の現在の立地環境等の敷地の状況、住棟の現在の物理的特性から団地・住棟の

評価を行い、長期を見据えた事業手法を仮設定する。 

①敷地の状況を踏まえた団地の管理方針 

・敷地の状況より、団地の継続管理の妥当性を評価し、「継続管理する団地」「継続管理の

判断を留保する団地」に判定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【結果（１次判定①終了段階の仮設定）】 

継続管理する 
団地 

絹延、花屋敷、栄町G棟・H棟、栄花、栄南、栄北、出在家、日高 

維持管理に 
ついて判断を 
留保する団地 

多田、東谷、東畦野、川西、川西第２、久代、加茂、滝山、加茂桃源、 
小戸、新生 

・土砂災害警戒区域により、土地の安
全性を評価。 

・上記の区域内に存する団地は、『継続
管理を留保する団地』と判定。 

・一定規模の団地の建設可能性やコス
ト等を踏まえ、「敷地規模 1,000 ㎡未
満」「高低差が大きい」「接道が 6ｍ
未満」の３点より、事業を行う上で
の効率性を評価。 
・上記のいずれかに該当する団地は、
『継続管理を留保する団地』と判定。 

・入居者の高齢化の進行等を踏まえる
と、一定の立地利便性を満たすこと
が望ましいことから、公共交通機関
（鉄道駅）や生活利便施設（スーパー）
までの距離より、利便性を評価。 
・いずれかの施設等までの距離が徒歩
圏外の団地は『継続管理を留保する
団地』と判定。 

 

「継続管理について 

判断を留保する団地」 
「継続管理する団地」 

区域内 

区域外 

施設等まで 
徒歩圏外 

いずれも 
該当しない 

施設等から 
徒歩圏内 

1.土 地 の 安 全 性 

2 . 効 率 性 

3 . 立 地 

土砂災害警戒区域 

敷地規模 

高低差 

接道状況 

生活利便性 

1,000㎡未満 

高低差が大きい 

6ｍ未満道路のみ 

該当なし 

 

多田、東谷、東畦野、
川西、川西第 2、 
久代、加茂が該当 

多田、東谷、東畦野、
川西、川西第 2、 
久代、加茂、 

小戸、新生、滝山、
加茂桃源が該当 
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②住棟の物理的特性を踏まえた住棟改善の必要性・可能性 

・住棟の物理的特性より、改善等の必要性・可能性を評価し、「優先的な対応が必要」「改

善が必要」「改善不要」に判定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【結果（１次判定②終了段階の仮設定）】 

 改善不要 改善が必要 優先的な改善が必要 

継続管理する 
団地 

栄南、栄北、栄花K棟、 

出在家、日高 

絹延 2号棟、 

花屋敷A・E・F棟、 

栄町G・H棟、栄花 J棟 

絹延１号棟、 

花屋敷B・C棟 

継続管理につい
て判断を留保す
る団地 

滝山、加茂桃源 小戸、新生 多田、東谷、 

東畦野、川西、 

川西第２、久代、加茂 

1.躯 体 の 安 全 性 

2.避 難 の 安 全 性 

・耐用年限を超過する住棟は、改修や
建替等の必要性が高いため、すべて
『優先的な対応が必要』と判定。 

・耐震性について、耐震診断の結果等
より、耐震改修や建替の必要性を評
価し、該当する住棟は『優先的な対
応が必要』と判定。 

・二方向避難の確保状況を評価し、確
保されていない住棟は『優先的な対
応が必要』と判定。 

3 . 居 住 性 

・住戸面積、給湯設備（３点給湯）
の設置状況より、居住性の現状及
び改善の必要性を評価。 

・いずれかに該当する住棟は、「改善
が必要」と判定する。 

※住戸面積は、市営住宅入居世帯の大半が３

人以下の世帯であることを踏まえ、３人世
帯の最低居住面積水準である 40㎡を基準
とする。 

「優先的な対応が 

必要」 
「改善が必要」 

耐用年限超過 

確保されて 
いない 

設備なし 

確保 
されている 

耐用年限 

耐震性 
耐震性に課題あり 

いずれも 

該当しない 

住戸面積 

住戸内の設備 

40㎡未満 

いずれも 
該当しない 

二方向避難の確保 

「改善不要」 

多田、東谷、東畦野、

川西、川西第 2、 
久代、加茂、 
絹延 1、 

花屋敷Ｂ･Ｃが該当 

多田、東谷、東畦野、

川西、川西第 2、 
久代、加茂、絹延 1、 
花屋敷Ｂ･Ｃが該当 

絹延 2、花屋敷Ａ、小戸、
新生、花屋敷Ｅ･Ｆ、 

栄町Ｇ･Ｈ、栄花Ｊ 
が該当 
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■①及び②の検討結果に応じた事業手法の仮設定 

・①及び②の検討結果を踏まえ、事業手法を仮設定する。 

【結果（１次判定終了段階の仮設定）】 

 改善不要 改善が必要 優先的な改善が必要 

継続管理する 

団地 
栄南、栄北、 

栄花K棟、出在家、日高 

⇒維持管理 

絹延 2号棟、 

花屋敷A・E・F棟、 

栄町G・H棟、栄花 J棟 

⇒改善、又は建替 

絹延１号棟、 

花屋敷B・C棟 

 

⇒優先的な改善、又は 
優先的な建替 

継続管理に 

ついて判断を 

留保する団地 

滝山、加茂桃源 

 

 

⇒維持管理、又は用途
廃止 

 

小戸、新生 

 

 

⇒改善、建替又は用途
廃止 

 

多田、東谷、 

東畦野、川西、 

川西第２、久代、加茂 

⇒優先的な改善、優先
的な建替又は優先的
な用途廃止 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Bグループ： 

継続管理について判断を留保する団地 

 

（１次判定①の３つの評価項目のいず

れかで、継続管理することに適さな

いと判定した団地） 

Aグループ： 

継続管理する団地のうち、改善か建替か

の判断を留保する団地・住棟 

（１次判定①の３つの評価項目すべて

で、継続管理することに適すると判定

した団地のうち、１次判定②の評価項

目により改善が必要と判断した団

地・住棟） 
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【２次判定】 

・１次判定で仮設定した Aグループ及び B グループで、現時点で事業実施中の住棟を除く団

地について、想定される当面の事業量や将来のストック量を踏まえ事業手法の仮設定を行う。 

①Aグループ：事業の実現可能性を評価するため、建替事業量を試算した上で事業手法の仮

設定を行う。 

②Bグループ：将来のストック量及び前項①を踏まえ、今後とも市営住宅としての維持する

ことが妥当であるか検討した上で、事業手法の仮設定を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【結果（２次判定終了段階の仮設定）】 
 改善不要 改善実施 優先的な改善が必要 

継続管理する 
団地 

栄南、栄北、栄花K棟、 

出在家、日高、滝山、 

加茂桃源 

⇒維持管理 

花屋敷 E・F棟、 

栄町G・H棟、栄花 J棟 

 

⇒改善 

絹延１・2号棟、 

花屋敷Ａ・B・C棟 

 

⇒優先的な建替 

当面管理する 
団地 

 小戸、新生 

 

 

 

⇒改善し当面維持管理 

多田、東谷、 

東畦野、川西、 

川西第２、久代、 

加茂 

⇒優先的な用途廃止 

Bグループ： 
継続管理について判断を留保する団地 

Aグループ： 
継続管理する団地のうち、改善か建替か
の判断を留保する団地・住棟 

維持管理 

該当する 該当しない 

実施中の事業手法 

現時点で事業実施中の住棟 

該当しない 

①建替事業量を踏まえた 
事業実施の可能性 

・想定される建替事業量等を試算し、近年の市

営住宅事業量を比較した上で、Ａグループの

団地・住棟の建替事業の実施可能性を検討 

②将来のストック量を踏まえた 
継続管理の妥当性 

・将来のストック量を踏まえ、将来的に用途

廃止を想定する団地とするか、将来にわた

って継続管理する団地とするかを検討 

Bグループ： 
継続管理について判断を留保する団地 

Aグループ： 
継続管理する団地のうち、改善か建替か
の判断を留保する団地・住棟 

優先的な建替 
or建替 

優先的な改善 
or改善 

継続管理する 
団地 

当面管理する 
団地 

当面維持

管理 

優先的に改善し当面
維持管理or 

改善し当面維持管理 

優先的な 
用途廃止 
or用途廃止 

可能性高い 可能性低い 
将来的に用途廃止を
想定 

将来にわたって 
継続管理 

花屋敷Ｅ･Ｆ、 
栄町Ｇ･Ｈ、栄花

Ｊが該当 

多田、東谷、
東畦野、川

西、川西第
２、久代、加
茂、小戸、新

生が該当 

花屋敷Ａ・Ｂ・Ｃ、
絹延１・２号棟が 

該当 

滝山、加
茂桃源が

該当 
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 改善不要 改善が必要 優先的な対応が必要 

継続管理する 
団地 

維持管理 
 

改善 優先的な建替 

当面管理する 
団地 

 改善し 
当面維持管理 

優先的な用途廃止 

 

 

【３次判定】 

・２次判定の結果をもとに、①複数が所有する団地に係る検討、②今後の事業及び管理の見通

しを踏まえ、事業の効率性や実施時期の妥当性等の観点から総合的な検討を行い、本計画期

間における事業手法の判定を行う。 

①複数が所有する団地に係る検討 

・民間分譲住宅との合築住宅では、今後、本計画を踏まえて管理組合の意向把握等を行い

ながら、活用方針を定めるものとするため、『維持管理』と判定する。 

②今後の事業・管理の見通しを想定した調整検討 

・これまでの判定結果をもとに、長期において想定される事業、団地・住棟の供用期間等

を踏まえた、管理の見通しを検討・作成した上で、本計画期間における事業手法の最終

的な判定を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２次判定結果 

該当しない 
維持管理 

①複数が所有する団地 該当する 

反映 

②今後の事業・管理の見通しを想定した調整検討 

・長期における事業（修繕含む）、団地・住棟の供用期間等を踏まえ、今後の事業量

等の見通しを作成し、事業手法及び実施時期等の調整を検討 

※現時点で築 35 年以上の団地で、「改善」と判定されているものは、将来の建替

を検討（当面管理する団地は他の団地の集約を検討） 

本事業計画における事業手法（最終判定） 

維持管理 
改善 

(長寿命化型) 
建替 用途廃止 

栄町Ｇ、栄南 7、 

栄北が該当 

※「優先的な対応が必要」である住棟・団地は、計画期間内で優先的に実施 

※維持管理及び改善を行う団地は、今後継続的に管理していくために長寿命化を図ること

が望まれることから、改善（長寿命化型）を実施 

花屋敷 E・Ｆ棟、 

栄町Ｈ棟が該当 
（本計画期間では
維持管理） 



第６章  団地・住棟別の事業方針 

- 33 - 

６－２ 事業手法の判定 

【本計画期間における事業手法の判定】 

 団地名 建設年度 管理戸数 判定結果 

木
造
・
簡
平 

多田団地 1955 6 用途廃止 

東谷団地 1953・1973 8 用途廃止 

東畦野団地 1966・1967 45 用途廃止 

川西団地 1955 8 用途廃止 

川西第２団地 1958 24 用途廃止 

久代団地 1965 18 用途廃止 

加茂団地 1969 10 用途廃止 

鉄
筋
・
鉄
骨
鉄
筋 

絹延団地1  1969 30 建替 

絹延団地2  1984 30 建替 

花屋敷団地A 1970 50 建替 

花屋敷団地B 1971 10 建替 

花屋敷団地C 1971 45 建替 

小戸団地 1972 40 維持管理※ 

新生団地Ⅰ 1977 15 維持管理 

新生団地Ⅱ 1987 15 維持管理 

花屋敷団地E 1978 30 維持管理 

花屋敷団地F 1981 24 維持管理 

栄町団地G 1980 4 維持管理 

栄町団地H 1982 28 維持管理 

栄南団地1 1982 84 改善（長寿命化型） 

栄南団地2 1983 45 改善（長寿命化型） 

栄南団地7 1983 16 維持管理 

栄北団地 1985 23 維持管理 

栄花団地J 1989 36 改善（長寿命化型） 

栄花団地K 1992 32 改善（長寿命化型） 

出在家団地 1992 16 改善（長寿命化型） 

滝山団地 1992 44 改善（長寿命化型） 

加茂桃源団地1 1993 52 改善（長寿命化型） 

加茂桃源団地2 1994 38 改善（長寿命化型） 

加茂桃源団地3 1990 66 改善（長寿命化型） 

加茂桃源団地4 1994 64 改善（長寿命化型） 

日高団地A 1996 18 改善（長寿命化型） 

日高団地B1 1996 34 改善（長寿命化型） 

日高団地B2 2003 8 改善（長寿命化型） 

※二次判定で「改善し当面維持管理」とした団地について、本計画期間の事業手法は「維持管理」と

するが、今後、長期における事業手法も見定める必要がある。なお現在の敷地・住戸の状況等を踏

まえ、小戸団地については、将来的な用途廃止に向けて平成 30 年度（2018 年度）より自然集約に

着手する。 
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（参考：団地の特性別にみる本計画期間での事業手法の判定結果） 

耐用年限を超過した 

木造・簡平造の住棟 

多田、東谷、東畦野、川西 

川西第2、久代、加茂 
⇒ 用途廃止 

    

耐震性に課題のある住棟等 絹延1・2、花屋敷A・B・C ⇒ 建替 

    

築35年（耐用年限の半数）

が経過した鉄筋・鉄骨鉄筋

造の住棟 

小戸、新生Ⅰ・Ⅱ 

花屋敷E・F、栄町H 
⇒ 維持管理 

    

おおむね築35年未満の 

鉄筋・鉄骨鉄筋造の住棟 

栄南1・2、栄北J・K、出在家 

滝山、加茂桃源1・2・3・4 

日高A・B1・B2 

⇒ 
改善 

（長寿命化型） 

    

民間分譲住宅との合築住宅 栄町G、栄南7、栄北 ⇒ 維持管理 

 

＜活用手法について＞ 

・建 替 ：既存住棟を解体し、新たに住宅を建設するもの（非現地建替も含む） 

・改善（長寿命化型）： 

現在の住棟について、長期的な活用を図るため、耐久性や居住性、維持管理の容易性 

の向上、躯体の経年劣化の軽減に向けた内部・外部の工事を行うもの 

・維持管理： 

現在の住棟を引き続き活用するもの（必要に応じて、点検等で指摘のあった事項や空 

き家等に関する修繕は実施） 

・用途廃止：住棟または共同施設の用途の廃止を行い、建物を除却するもの 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第７章  整備・管理の基本方針 
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７－１ 整備の基本方針 

（１）改善事業等における取組 

①環境負荷に配慮した住宅 

○既存住宅における省エネルギー化の推進 

・費用対効果を踏まえ検討を行った上で、既存設備を高効率給湯器や節水型水栓等への交換

や、更新時期を迎えた屋外灯や共用部灯の LED化等、省エネルギー設備への転換を図る。 

②用途廃止団地の跡地活用 

○地域のまちづくりの状況等を踏まえた跡地活用 

・用途廃止団地の跡地は、原則的には民間への売却を行っていくが、必要に応じて、地域の

ニーズに対応した福祉施設や子育て支援施設のほか、道路・広場等の地域の防災性向上に

資する公共施設用地としての活用等も視野に入れる。 

（２）建替事業における取組 

①だれもが安心して住むことができる住宅 

○防災力・耐震性の向上 

・昭和56年（1981年）6月以前に建設された耐火構造の住棟で、耐震性に課題のあるも

のを対象に、建替を推進し、市営住宅の耐震性の向上を図る。 

・住戸内では、地震発生時に家具の転倒や落下等による負傷や逃げ遅れ等も想定されること

から、安全空間を確保できるよう、家具固定用の付け鴨居の設置等の家具転倒防止措置の

整備を進める。 

・市営住宅は地域の公共スペースであり災害発生時の身近な避難場所や活動場所として活用

されることが望ましく、かまどベンチやマンホールトイレの設置等、災害時に必要な機能

を積極的に導入する。 

○バリアフリー化の推進 

・高齢者が安心・安全に暮らすことができる住宅とするよう、専用部分については住宅内の

段差や通路の幅、浴室・トイレの手すり等を整備し、共用部分については移動等に伴う転

倒・転落等の防止並びに介助用車いすの使用者が基本的な生活行為を行うことを容易にす

るための整備を進める。 

○ユニバーサルデザインの推進 

・高齢者のみならず、誰もが快適に暮らすことができるよう、引き手のドアの採用や、操作

しやすいスイッチ・コンセント類の工夫等、子どもや高齢者、障害者、車いす使用者等の

誰もが利用しやすい機能をもつ住宅とし、ユニバーサルデザインの考え方を取り入れた住

宅の整備を進める。 
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○防犯に配慮した整備 

・防犯性は住宅の安全性を確保する上で重要な要素であり、市営住宅の計画及び管理におい

ても防犯性の向上に十分配慮する必要がある。建替事業においては、周囲からの見通しが

確保されるような配置計画、動線計画等の工夫を講じ、また、共用廊下や屋外空間では外

灯を適切に設置・管理する等、防犯性の高い良質な住宅の整備を進める。 

②環境負荷に配慮した住宅 

○環境負荷の軽減の推進 

・省エネルギーの推進に向け、住宅の断熱性能を向上させるとともに、エネルギーの使用を

合理化できる設備等を積極的に採用する。また建設時や解体時における廃棄物の削減、リ

サイクルの促進、省エネルギー設備の採用等、環境への負荷の軽減を図る。 

③維持管理への配慮 

○日常の維持管理や設備等の更新時への配慮 

・建物の維持管理における省力化を図るため、清掃や点検、補修、設備の更新、改修等を容

易に行えるような仕様とする。特に配管については、維持管理を容易にすることに配慮し

た措置を講じた整備を進める。 

④地域まちづくりへの貢献 

○ミクストコミュニティを実現する住宅の供給 

・様々な世代が集う快適な住環境を構築するため、高齢者の介護等を想定した住戸プランや

子育て世帯を想定した住戸プラン等、ミクストコミュニティを実現する住宅の供給を進め

る。 

○地域コミュニティ活性化に資するオープンスペース等の整備 

・市民のための公共財産として、地域コミュニティに寄与できるよう、入居者だけでなく、

周辺の地域住民も利用できる集会所や、子どもの遊び場や高齢者等の憩いの空間となるオ

ープンスペース等の整備を進める。 
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７－２ 管理の基本方針 

（１）維持管理の方針 

①適切な維持管理のための管理体制 

○使用料の徴収体制の充実 

・使用料の徴収率の向上に向け、口座振替や生活保護費の代理納付制度の利用推奨により滞

納を事前に防ぐ取組を強化する。 

・滞納者への電話対応や臨戸訪問に加え、弁護士への業務委託を実施し、示談や明渡訴訟を

含めた法的対応を強化し、使用料収納率の向上を推進する。 

○民間事業者等による指定管理の導入 

・市営住宅においては、高齢者の見守り活動や、利用度の低い駐車場等の有効活用、使用料

の確実な徴収、建物の老朽化への対応等、多様な課題への対応方策を実施する必要がある。

そこで、団地入居者へのサービスの向上や管理の効率化を図るとともに、管理コストを縮

減させるべく、民間の創意や工夫を活かすことのできる指定管理制度の導入を検討する。 

○用途廃止する団地における負担軽減策の導入 

・用途廃止する団地及び、集約事業に伴い住み替え先となる団地では、空き家等が増加し、

共益費の徴収も困難となることが予想されることから、上記団地を対象とした共益費の補

助制度等の検討を行う。 

・防犯面等の観点も踏まえ、用途廃止する団地への期限付き入居等の新たな入居形態を検討

する。 

○入居者による団地管理を促進する入居制度の新設 

・団地を適切に維持管理し、入居者に修繕工事等の情報伝達を迅速に行うためには、管理人

の存在が重要である。近年、管理人の担い手が不足している状況を踏まえ、管理人への就

任を条件づけた優先入居を検討する。 

○駐車場の適正管理 

・市営住宅入居者は高齢化していることから、自動車の保有台数が今後も減少するものと考

えられる。空き駐車場が増えた場合には、入居者以外の周辺住民等も利用できるコインパ

ーキングやカーシェアリング等を設置する等、駐車場の空きスペースの効果的な活用を検

討する。 

・駐車場利用者に対しては、確実な駐車場利用料金の徴収を図るため、徴収方法の見直しを

検討する。 
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②多様な住宅困窮世帯の入居の支援 

○若年世帯向け優先枠の導入 

・高齢化による団地コミュニティの停滞が懸念されるため、新婚・子育て世帯を対象とした

期限付き優先入居等のような若年世帯向けの優先枠の導入可能性について検討する。 

○高齢者や障害者、DV被害者等の住宅困窮世帯を対象とした優先入居制度の推進 

・高齢者や障害者、DV被害者等、現に居住の住宅での居住継続が困難であり、緊急に入居

を要する住宅困窮世帯については、優先選考対象者として取り扱う等、優先入居制度を推

進する。 

※優先入居対象者：被災者、高齢者、中度以上の障害者等、単親家庭、低所得者、ＤＶ被害者、

引揚者 

○高齢者等への住宅交換による対応 

・身体機能が低下している高齢者が階段昇降の負担が大きい上層階に居住している場合や、

世帯構成の変化によりファミリー世帯向け住戸に単身世帯が居住している場合等の住宅

のミスマッチが発生している。これらの解消を図るため高齢化や身体状況、世帯構成の変

化等に応じた住宅交換を推進する。 

○高齢者の見守り等の体制整備の推進 

・市営住宅入居者の高齢化が進行していることから、シルバーハウジング以外の住戸におい

ても、65歳以上の一人暮らし高齢者等の世帯を対象に、福祉部局と連携し、在宅高齢者

支援事業（非常用ペンダント貸与事業）等を推進し、見守りの体制の充実を図る。 

③地域コミュニティ形成への支援 

○自治会活動の推進 

・市営住宅の一部では、自治会活動への参加が停滞している団地がみられているが、災害時

等を考えると入居者や地域住民がコミュニケーションする場として重要であり、今後も活

動が継続されることが望ましい。そこで、住民同士のコミュニティ活動が活発化されるよ

う、コミュニティ活動の担当部局と連携しながら、活動支援や相談等を実施する。 

○大学との連携によるコミュニティ支援 

・近隣大学と連携し、入居者の外出支援やふれあい活動等を促進し、団地のコミュニティの

活性化を図る。 

○自治会加入・活動への参加の呼びかけ 

・良好なコミュニティ活動を継続していくためには、入居者が自治会活動に参加することが

重要となる。新規入居者や転入者等に対しては、入居手続き時の自治会加入の促進や、自

治会加入の必要性についてリーフレットやホームページ等でＰＲする等、検討を進めてい

く。 
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○防災力向上に向けた訓練の推進 

・災害に強いまちをつくるためには、防災訓練を実施する等、日ごろから災害に対する意識

を高めることが重要となる。市営住宅の団地毎に定期的に防災訓練を実施するとともに、

市営住宅が地域の身近な一次避難場所として活用してもらえるよう、地域住民も交えた防

災訓練も行い、防災力の向上を図る。 

 

（２）日常点検の方針 

全ての団地を対象とし、定期点検及び日常点検を実施する。 

①定期点検 

建築基準法第12条の規定に基づく法定点検については、引き続き法令に基づく適切な点

検を実施する。また、法定点検の対象外の住棟においても、法定点検と同様の点検を定期的

な周期において実施する。 

定期点検の結果は、データベースとして蓄積し、適確な修繕等に役立てるものとする。 

②日常点検 

定期点検のほかに、目視により容易に確認することが可能な部位については、年に 1 度

程度を目安とし、必要に応じて点検を実施する。 

また、入居者による日常的な点検や、入居者の退去時における点検等により発見された不

具合や劣化等については、その後の経過を重点的に点検する。 
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８－１ 計画修繕の実施方針 

定期点検や日常点検で把握した建物の状況及び、部位ごとの修繕周期等を踏まえ、建物の内

部・外部及び設備等の経年劣化に応じて、適切な時期に予防保全的に計画修繕を実施し、建物

の居住性・安全性の維持・向上を図る。 

本市市営住宅の多くは、昭和 40～50 年代前半に建設され、今後建物の劣化が進行した場

合、一時期に修繕・改善等の実施が集中することが考えられる。そのため、適切かつ効率的に

実施できるよう、事業実施時期や事業量等を調整し、計画修繕を実施する。 

事業手法判定において改善（長寿命化型）としたおおむね築35年未満の鉄筋・鉄骨鉄筋造

の住棟においては長寿命化型改善事業を実施し、耐用年限までの住棟の活用を図る。 

なお、計画修繕等の事業実施に関する長期計画及び本計画期間内の事業計画については、建

物の劣化状況や財政状況の変化等を踏まえ、随時見直しを行う。 

８－２ 改善事業の実施方針 

改善事業は、下表に基づき実施する。 

なお、長寿命化型は、おおむね築35年（公営住宅法に基づく耐用年限の半数）未満の住棟

等を対象として実施する。 

■事業内容の設定 
 事業内容 対象となる住棟等 

長寿命化型 長期的な活用を図る住棟について、耐久性や
居住性、維持管理の容易性の向上、躯体の経

年劣化の軽減の観点から改善を行う 

【外壁の断熱改修、屋上等の防水、風呂・キ

ッチン・３点給湯の更新、エレベーターの

更新（エレベーター設置住棟のみ）】 

事業手法判定において長寿命化

型改善事業と判定された住棟 

安全性確保
型 

防災・防犯の観点から、円滑な避難のために

避難経路や避難設備等に配慮した改善を行う 

【避難はしごの改修、防災設備の改善、照明

設備の改善等】 

定期点検等の結果、実施が必要

と判断される住棟 
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長寿命化型改善事業は、以下の事業スケジュールに基づき、計画的に実施し、事業量の平準

化を図る。なお、長寿命化型改善事業を実施しない団地においては、定期点検での指摘箇所及

び不具合発生箇所の部分修繕を行い、対応する。 

■長寿命化型改善事業の実施スケジュール 

団地名 
管理 
戸数 

実施年度 
H30 
(2018) 

H31 
(2019) 

H32 
(2020) 

H33 
(2021) 

H34 
(2022) 

H35 
(2023) 

H36 
(2024) 

H37 
(2025) 

H38 
(2026) 

H39 
(2027) 

栄南 
1・2 号棟 

129      
129 戸 

   

栄花 
Ｊ・Ｋ棟 

68       
68 戸   

出在家 16       16 戸   

滝山 44        44 戸  

加茂桃源 
1～4 号棟 220       

 220 戸 

日高 A・ 
B1・B2 棟 

60       
   60 戸 

※実施年度については、団地の状況等に応じて変更することがある  

８－３ 建替事業の実施方針 

建替事業は、以下の点を考慮し対象団地・住棟を選定する。 

①耐震性等、建物の安全性に課題があり、改善事業等においては対応をとり得ない場合や、改

善事業よりも建替事業を実施する方がライフサイクルコストの縮減ができる場合に建替事

業を選定する。 

②複数の団地の建替事業が想定される場合等においては、他の団地との集約・再編等について

も検討を行う。 

活用手法の判定により建替と判定された団地は、整備・管理の基本方針に基づき事業を実施

する。なお、事業の実施にあたっては、市の財政負担の軽減、民間の技術や提案を活かした地

域に貢献する団地の整備等を目指し、ＰＰＰ・ＰＦＩ手法等により民間活力の活用を推進する。 

■建替事業のスケジュール 

団地名 
管理 
戸数 

実施年度 
H30 
(2018) 

H31 
(2019) 

H32 
(2020) 

H33 
(2021) 

H34 
(2022) 

H35 
(2023) 

H36 
(2024) 

H37 
(2025) 

H38 
(2026) 

H39 
(2027) 

花屋敷 
A～C棟 

105 
166 戸 

  
   

絹延 
1・2 号棟 

60  
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８－４ 用途廃止事業の実施方針 

用途廃止事業は、以下の点を考慮し対象団地・住棟を選定する。 

・耐用年限の超過等、建物の安全性に課題があり、かつ敷地の状況等から長期で市営住宅とし

て維持管理することが適切でない団地は、用途廃止事業を選定する。 

なお、借上公営住宅は、他の市営住宅への住み替えの斡旋等を行い、平成30年度（２０１８

年度）中に全住戸を廃止（返還）する。 

事業手法の判定により用途廃止と判定された団地については、下記のとおり事業を実施する。 

■用途廃止事業のスケジュール 

団地名 
管理 
戸数 

実施年度 
H30 
(2018) 

H31 
(2019) 

H32 
(2020) 

H33 
(2021) 

H34 
(2022) 

H35 
(2023) 

H36 
(2024) 

H37 
(2025) 

H38 
(2026) 

H39 
(2027) 

多田 6 

用途廃止 
（入居者の移転を斡旋し随時用途廃止） 

東谷 8 
東畦野 45 
川西 8 
川西第２ 24 
久代 18 
加茂 10 

□ 用途廃止手法について 

①自然集約 

木造・簡易耐火平屋建の７団地については、他の市営住宅の空き住戸への住み替えを定期

的に斡旋し、空き住戸から順次解体を進める。全住戸が空き住戸となり、解体が完了した時

点で、団地全体の用途廃止完了とする。なお、募集を停止し、新規の入居募集は行わない。 

②移転集約 

絹延団地は、花屋敷団地へ集約し、建物は解体する。なお、跡地については、売却や貸付

等に向けた検討を行う。 

【参考：小戸団地の用途廃止について】 

小戸団地は、今後 30 年を見据えた判定としては「改善し当面維持管理」とした団地であ

り、本計画期間内の事業手法は「維持管理」としている。しかし、狭小な敷地であり、建替

事業を行う場合には効率的な敷地と言い難く、さらに改善事業（長寿命化型）を行う場合に

も、戸当たり専用面積が小さく現在のライフスタイルに合わないため、改善に多大な費用を

要することが想定される。そのため、将来的な用途廃止に向けて平成30年度（2018年度）

より自然集約に着手する。 

〈用途廃止手法について〉 

他の市営住宅の空き住戸への住み替えを定期的に斡旋（自然集約）する。なお、募集を

停止し、新規の入居募集は行わない。 
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９－１ 事業対象住棟におけるライフサイクルコスト  

長寿命化型改善に位置づけられた住棟については、以下の考え方に基づいてライフサイクル

コストの縮減額を算出し、予防保全的な管理を実施することの効果を検証する。 

・公営住宅長寿命化計画策定指針における LCC算定プログラムに基づき算定する。 

・市営住宅長寿命化計画に基づく長寿命化型改善を実施する場合としない場合のそれぞれにつ

いて、建設時点から次回の建替までに要するコストを算出し、住棟ごとにライフサイクルコ

ストの比較を行う。 

本計画に位置づける長寿命化型改善を実施するすべての住棟において年平均縮減額がプラ

スであり、改善によるライフサイクルコストの縮減効果があると判断できる。 

■長寿命化型改善実施住棟におけるＬＣＣ年平均縮減額 

住棟 管理戸数 計画前 LCC 計画後 LCC 年平均縮減額 
栄南 1 84 381,944 円/戸･年 303,179 円/戸･年 78,765 円/戸･年 
栄南 2 45 385,156 円/戸･年 304,846 円/戸･年 80,310 円/戸･年 
栄花 J 36 390,020 円/戸･年 303,663 円/戸･年 86,357 円/戸･年 
栄花 K 32 273,752 円/戸･年 225,375 円/戸･年 48,376 円/戸･年 
出在家 16 429,907 円/戸･年 326,084 円/戸･年 103,822 円/戸･年 
滝山 44 537,830 円/戸･年 402,604 円/戸･年 135,226 円/戸･年 

加茂桃源 1 52 554,037 円/戸･年 413,291 円/戸･年 140,745 円/戸･年 
加茂桃源 2 38 491,747 円/戸･年 370,597 円/戸･年 121,150 円/戸･年 
加茂桃源 3 66 492,805 円/戸･年 371,043 円/戸･年 121,762 円/戸･年 
加茂桃源 4 64 478,872 円/戸･年 362,210 円/戸･年 116,662 円/戸･年 
日高 A 18 367,104 円/戸･年 283,036 円/戸･年 84,068 円/戸･年 
日高 B1 34 368,013 円/戸･年 284,326 円/戸･年 83,687 円/戸･年 
日高 B2 8 374,158 円/戸･年 286,067 円/戸･年 88,091 円/戸･年 
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【参考：ライフサイクルコスト（LCC）とは】 

（資料：公営住宅等長寿命化計画策定指針（改定）） 

（１）基本的な考え方 

・公営住宅等長寿命化計画（＊）に基づく長寿命化型改善事業を実施する場合、実施しない場

合、それぞれの場合について評価期間中に要するコストを算出し、住棟単位で年あたりのコ

スト比較を行う。 

・本算出例においては、戸あたりコストを基に当該住棟の住戸数分を積算して、住棟あたりの

コストを算出する。 

＊本市においては、本計画が公営住宅等長寿命化計画にあたる。 

（２）算出の手順 

・以下の手順に示す①から⑬までの項目は、国交省住宅局住宅総合整備課の公営住宅等長寿命

化計画策定指針（改定）によるプログラムの項目に対応している。 

＜計画前モデル＞ 

①評価期間（改善非実施） 

・長寿命化型改善事業を実施しない場合に想定される管理期間   →50年と設定 

②累積修繕費 

・修繕費（累積）＝建設費×修繕費乗率 

：プログラムで示された、住棟モデル（建設年代、構造別に設定）ごとの修繕項目別の

修繕費条率、修繕周期を用いて、建設時点から、上記①評価期間（改善非実施）末ま

での各年の修繕費を累積した費用 

③建設費（推定再構築費） 

・当該住棟の建設時点に投資した建設工事費×公営住宅法施行規則第23 条の率 

※ただし、改良住宅及び再開発住宅については、建設当時の標準建設費を代用して算

出している。 

④除却費 

・評価期間（改善非実施）末に実施する除却工事費（延床面積×12千円/㎡から算出） 

⑤計画前ＬＣＣ 

・計画前ＬＣＣ＝（③建設費＋②修繕費Ａ＋④除却費Ａ）÷①評価期間（改善非実施） 

（単位：円／戸・年） 

＜計画後モデル＞ 

⑥評価期間（改善実施） 

・公営住宅等長寿命化計画に基づく改善事業（ＬＣＣ算定対象）及び公営住宅等長寿

命化計画の計画期間以後に想定される改善事業（ＬＣＣ算定対象）を実施する場合

に想定される管理期間（目標管理期間）            →70年と設定 

⑦累積修繕費 

・修繕費（累積）＝当該住棟の建設費×修繕費乗率 

・②同様の方法で算出した、建設時点から上記⑥評価期間（改善実施）末までの各年

の修繕費を累積した費用 

※現時点以後の各年の修繕費については、現在価値化して算出 
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⑧長寿命化型改善費 

・長寿命化型改善事業費の想定額 

※現時点以後に実施するため、現在価値化して算出 

⑨建設費（推定再構築費） 

③同様 

⑩除却費Ｂ 

④同様 

※評価期間（改善実施）末の時期に応じて、現在価値化して算出 

⑪計画後ＬＣＣ 

・計画後ＬＣＣ＝（⑨建設費＋⑧長寿命化型改善費＋⑦修繕費Ｂ＋⑩除却費Ｂ） 

÷⑥評価期間（改善実施）Ｂ（単位：円／戸・年） 

＜ＬＣＣ縮減効果＞ 

⑫年平均縮減額 

・上記⑤、⑪より、年平均縮減額＝⑤計画前ＬＣＣ－⑪計画後ＬＣＣ 

⑬住棟あたりの年平均縮減額 

・以上より算定した年平均縮減額は戸あたりの額であり、これに当該住棟の住戸数分

を積算して、住棟あたりの年平均縮減額を算出する。年平均縮減額がプラスであれ

ば、ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）縮減効果があると判断できる。 
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川 西 市 公 営 住 宅 基 本 計 画 

平成３０年(２０１８年)４月発行 

発行：川西市 

〒６６６－８５０１ 川西市中央町１２番１号 

ＴＥＬ：０７２-７４０－１１１１ 

編集：都市政策部住宅政策室 
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